
    かながわボランタリー活動推進基金 21条例（平成 13年神奈川県条例第 10号） 

（改正 令和３年７月 20日条例第 52号） 

      

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 241条第１項及び第８項の規定

に基づき、かながわボランタリー活動推進基金 21 の設置、管理及び処分に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（設置） 

第２条 県は、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする非営利の  

事業であって、次の各号のいずれにも該当しないもの（以下「公益を目的とする事業」と

いう。）に自主的に取り組む特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成 10 年法律

第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人をいう。）、一般社団法人、一般財団法人、

法人格を持たない団体及び個人（以下「ボランタリー団体等」という。）の活動を推進する

ため、かながわボランタリー活動推進基金 21（以下「基金」という。）を設置する。 

(１) 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とするもの 

(２) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とするもの 

(３) 特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。

以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者    

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするもの 

（財産の種類等） 

第３条 基金に属する財産は、次のとおりとする。 

(１) 県が昭和 53 年度から平成 12 年度までに一般会計において市町に対して貸し付けた

住宅資金市町村貸付金に係る債権 

(２) 次に掲げる現金 

ア 前号に掲げる債権の元金償還金 

イ 前号に掲げる債権の運用により生じた利子 

ウ  県が平成４年度に一般会計において一般財団法人神奈川県警友会に対して貸し付け

た警友病院建設資金貸付金の償還金及び利子 

   エ 県が昭和63年度から平成９年度までに一般会計において神奈川県住宅供給公社に 

対して貸し付けた賃貸住宅建設資金貸付金の償還金 

オ 基金の趣旨に添う寄附金 

カ アに掲げる元金償還金、イに掲げる利子、ウに掲げる償還金及び利子、エに掲げる償還

金並びにオに掲げる寄附金の運用により生じた収益金 

２ 前項第１号に掲げる債権の未償還元金及び第２号に掲げる現金の合計額は、100 億円を 

下回らないものとする。 

（運用） 

第４条 基金に属する現金は、最も確実かつ有利な金融機関への預金、有価証券の保有その

他の方法により運用するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を

定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（運用益金の処理） 

第６条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して基金に編入するものと

する。 

（処分） 

第７条 基金は、次に掲げる事業等の経費に充てる場合に限り、これを処分することができる。 



(１) 県及びボランタリー団体等が協働して行う公益を目的とする事業に対する負担 

(２) ボランタリー団体等が行う公益を目的とする事業に対する補助 

(３) ボランタリー団体等に対する表彰 

(４) ボランタリー団体等（個人を除く。）がその活動を自立的かつ安定的に行うための取組

に対する支援 

（神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会への諮問） 

第８条 知事は、次に掲げる場合には、その公平性及び透明性を確保するため、神奈川県ボラン

タリー活動推進基金審査会の意見を聴かなければならない。 

   (１) 前条第１号に規定する事業に関し、あらかじめ、解決を図ろうとする地域の課題を設定

しようとするとき。 

   (２) 前条第１号の負担又は同条第２号の補助の対象となる事業を決定しようとするとき。 

    (３) 前条第３号の表彰の対象となる者を決定しようとするとき。 

 (４) 前条第４号の支援の対象となる取組を決定しようとするとき。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。 

 

附 則 

１ この条例は、平成 13年４月１日から施行する。 

２ 附属機関の設置に関する条例（昭和 28年神奈川県条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

別表 知事の項 神奈川県水防協議会の項の次に次のように加える。 

 

 

神奈川県ボランタ

リー活動推進基金

審査会 

かながわボランタリー活動推進基金 21 条例

（平成 13 年神奈川県条例第 10 号）第６条に

規定する事業等の対象事業及び被表彰者の 

決定につき知事の諮問に応じて調査審議し、

その結果を報告すること。 

 

 

10人以内 

 

附 則（平成 20年７月 22日条例第 32号） 

この条例は、平成 20年 12月１日から施行する。 

附 則（平成 23年 12月 27日条例第 53号） 

１ この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

２ 附属機関の設置に関する条例（昭和28年神奈川県条例第５号）の一部を次のように改正

する。 

   別表知事の項神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会の項中「第６条に規定する事業

等の対象事業及び被表彰者の決定につき」を「第７条に規定する事業等の実施に関し、」に

改め、「報告」の次に「し、又は意見を建議」を加える。 

附 則（平成 26年 ７月 15日条例第 43号） 

この条例は、平成 26年 ７月 15日から施行する。 

附 則（平成 28年 ３月 29日条例第 38号） 

この条例は、平成 28年 ４月 １日から施行する。 

附 則（平成 28年 12月 27日条例第 81号） 

この条例は、平成 29年 ４月 １日から施行する。 

附 則（令和 ３年 ７月 20日条例第 52号） 

この条例は、公布の日から施行する。 


